(別添様式１)
平成23年度９月補正予算　　　支出科目　款：衛生費　　項：医務費　　目：医療整備対策費

	事業名:救急医療機関連携ネットワーク参加支援事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　医療整備課　医療整備担当　電話番号：058-272-1111（内2535）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：　12,000千円
（現計予算額：　　0千円　　　補正後予算額：　12,000千円）

	要求内容


	１　要求の内容


救命救急機関で救急患者に対する画像情報等を共有し、転院搬送等に資するネットワークシステムに参加する医療機関の行う設備整備費について補助する。
	２　所要経費


コミュニティシステム（一式）
　　　@8,000千円×1/2＝@4,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　２　地域医療の体制と医師・看護職員を確保する

　・かかりつけ医と大規模病院間の役割分担と連携を促進する
	２　これまでの取組状況


平成21年度に傷病者の搬送及び医療機関による受入れをより円滑に進めるため、消防法の一部を改正する法律が公布され、各都道府県には消防機関や医療機関が参画する協議会の設置（「消防・医療連携協　議会」）や、傷病者の搬送及び受入れの実施に関するルール（実施基準）の策定が義務付けられた。
　実施基準によれば、傷病の初期の治療が救命率の向上に有効なことから、救急搬送における病院選定から医療機関における救急機関の提　供までの一連の行為を迅速かつ適切に実施する必要がある。
	３　これまでの取組に対する評価


岐阜県においては、過去に東京や、奈良で発生したような救急車のいわゆる「たらい回し」のような受入困難事案は今までのところ発生しておらず、現在は医療機関への受入照会が概ね円滑に実施されている。
　しかし、今後このような受入困難事案が発生しないとも言い難く、より円滑な救急搬送が求められるところである。
　この点について、総務省の「地域ICT利活用広域連携事業」に岐阜大学大学院小倉教授が中心となったＮＰＯ法人岐阜救急災害医療研究開発機構が事業提案し受託を実施している。
　この中で、「岐阜県救急医療全体最適化事業」を実施しており、救急患者の最適な転送を行うための医療画像情報等を共有し、転送搬送の判断を支援する病院間連携ネットワークを構築し、搬送のコーディネート（センターを設置）を行い、搬送の検証を行っていくもの。
　事業では、岐阜大学医学部附属病院が、センターを想定して県内８病院・６市が参加している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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財　源

	現計

予算額
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	補正

要求額
	12,000
	
	
	
	
	
	
	
	12,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


